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令和６年３月 29 日 

 

都道府県知事 

各  市 町 村 長 殿 

特 別 区 長 

 

厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「予防接種法第５条第１項の規定による予防接種の実施について」の一部改正について 

 

予防接種法（昭和 23 年法律第 68 号）第５条第１項の規定により市町村長が行う予防

接種に係る事務運用の詳細については、「予防接種法第５条第１項の規定による予防接

種の実施について」（平成25年３月30日付け健発0330第２号厚生労働省健康局長通知）

の別添「定期接種実施要領」により示しているところです。今般、同要領の一部につい

て別紙のとおり改正することとしましたので、貴職におかれましては、その実施に遺漏

なきようお願いします。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に規定す

る技術的な助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

第１ 改正の概要 

１ 予防接種法第２条第３項第３号の政令で定める疾病として、新型コロナウイルス感

染症を位置付けることに伴う所要の改正を行うもの。 

２ 予防接種法第５条第１項の規定に基づくＨｉｂ感染症の定期の予防接種において沈

降精製百日せきジフテリア破傷風不活化ポリオヘモフィルスｂ型混合ワクチンを、小

児の肺炎球菌感染症の定期の予防接種において沈降 15 価肺炎球菌結合型ワクチンを、

それぞれ使用可能とすることに伴う所要の改正を行うもの。 

３ その他、所要の改正を行うもの。 

 

第２ 適用期日 

 令和６年４月１日 
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改正後 現行 

第１ 

１～５ （略）  

６ 接種液 

（１） （略） 

（２）接種液の貯蔵は、生物学的製剤基準の定める

ところによるほか、所定の温度が保たれているこ

とを温度計によって確認できる冷蔵庫等を使用

する方法によること。 

  また、ワクチンによって、凍結させないこと、

溶解は接種直前に行い一度溶解したものは直ち

に使用すること、溶解の前後にかかわらず光が当

たらないよう注意すること、冷凍保存し解凍後の

冷蔵保存では保存期間が変わるものがあること

などの留意事項があるので、それぞれ添付文書を

確認の上、適切に使用すること。 

７・８ （略） 

９ 予診票 

（１）乳幼児や主に小学生が接種対象となっている

定期接種（ジフテリア、百日せき、破傷風、急性

灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核、Ｈ

ｉｂ感染症、小児の肺炎球菌感染症又は水痘）に

ついては様式第二予防接種予診票（乳幼児・小学

生対象）を、ヒトパピローマウイルス感染症の定

期接種のうち、接種を受ける者に保護者が同伴す

る場合及び接種を受ける者が満 16 歳以上の場合

については様式第三ヒトパピローマウイルス感

染症予防接種予診票（保護者が同伴する場合、受

ける人が満 16 歳以上の場合）を、満 16 歳未満の

接種を受ける者に保護者が同伴しない場合につ

いては様式第四ヒトパピローマウイルス感染症

予防接種予診票（保護者が同伴しない場合）を、

インフルエンザの定期接種については様式第五

インフルエンザ予防接種予診票を、高齢者の肺炎

球菌感染症の定期接種については様式第六高齢

者用肺炎球菌ワクチン予防接種予診票を、Ｂ型肝

炎の定期接種については、様式第八Ｂ型肝炎予防

接種予診票を、風しんの第５期の定期接種につい

第１  

１～５ （略） 

６ 接種液 

（１） （略） 

（２）接種液の貯蔵は、生物学的製剤基準の定める

ところによるほか、所定の温度が保たれているこ

とを温度計によって確認できる冷蔵庫等を使用

する方法によること。 

  また、ワクチンによって、凍結させないこと、

溶解は接種直前に行い一度溶解したものは直ち

に使用すること、溶解の前後にかかわらず光が当

たらないよう注意することなどの留意事項があ

るので、それぞれ添付文書を確認の上、適切に使

用すること。 

 

７・８ （略） 

９ 予診票 

（１）乳幼児や主に小学生が接種対象となっている

定期接種（ジフテリア、百日せき、破傷風、急性

灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核、Ｈ

ｉｂ感染症、小児の肺炎球菌感染症又は水痘）に

ついては様式第二予防接種予診票（乳幼児・小学

生対象）を、ヒトパピローマウイルス感染症の定

期接種のうち、接種を受ける者に保護者が同伴す

る場合及び接種を受ける者が満 16 歳以上の場合

については様式第三ヒトパピローマウイルス感

染症予防接種予診票（保護者が同伴する場合、受

ける人が満 16 歳以上の場合）を、満 16 歳未満の

接種を受ける者に保護者が同伴しない場合につ

いては様式第四ヒトパピローマウイルス感染症

予防接種予診票（保護者が同伴しない場合）を、

インフルエンザの定期接種については様式第五

インフルエンザ予防接種予診票を、高齢者の肺炎

球菌感染症の定期接種については様式第六高齢

者用肺炎球菌ワクチン予防接種予診票を、Ｂ型肝

炎の定期接種については、様式第八Ｂ型肝炎予防

接種予診票を、風しんの第５期の定期接種につい

定期接種実施要領（抄） 新旧対照表 
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ては、様式第九風しんの第５期の予防接種予診票

を、ロタウイルス感染症の定期接種については様

式第十ロタウイルス感染症予防接種予診票を、新

型コロナウイルス感染症の定期接種については

様式第十一新型コロナウイルス感染症予防接種

予診票を、それぞれ参考にして予診票を作成する

こと。 

  （略） 

（２）・（３） （略） 

１０ 予診並びに予防接種不適当者及び予防接種

要注意者 

（１）～（３） （略） 

（４）Ｂ類疾病の定期接種の実施に際しては、接種

を受ける努力義務がないことを踏まえ、対象者が自

らの意思で接種を希望していることを確認するこ

と。また、Ｂ類疾病の定期接種については、法の趣

旨を踏まえ、積極的な接種勧奨とならないよう特に

留意すること。なお、対象者の意思の確認が容易で

ない場合は、家族又はかかりつけ医の協力を得て、

その意思を確認することも差し支えないが、明確に

対象者の意思を確認できない場合は、接種してはな

らないこと。 

（５）・（６） （略） 

１１ 予防接種後副反応等に関する説明及び同意 

 （略） 

ただし、政令第３条第２項の規定による対象者に

対して行う予防接種、政令附則第２項による日本脳

炎の定期接種及びヒトパピローマウイルス感染症

の定期接種（いずれも 13 歳以上の者に接種する場

合に限る。）において、保護者が接種の場に同伴し

ない場合には、予防接種の有効性・安全性、予防接

種後の通常起こり得る副反応及びまれに生じる重

い副反応並びに予防接種健康被害救済制度につい

ての説明を事前に理解する必要があるため、様式第

四ヒトパピローマウイルス感染症予防接種予診票

（保護者が同伴しない場合）を参考に、説明に関す

る情報を含んだ予診票を作成した上で、事前に保護

者に配布し、保護者がその内容に関する適切な説明

を理解したこと及び予防接種の実施に同意するこ

とを当該予診票により確認できた場合に限り接種

ては、様式第九風しんの第５期の予防接種予診票

を、ロタウイルス感染症の定期接種については様

式第十ロタウイルス感染症予防接種予診票を、そ

れぞれ参考にして予診票を作成すること。 

 

 

 

  （略） 

（２）・（３） （略） 

１０ 予診並びに予防接種不適当者及び予防接種

要注意者 

（１）～（３） （略） 

（４）Ｂ類疾病の定期接種の実施に際しては、接種

を受ける法律上の義務がないことから、対象者が

自らの意思で接種を希望していることを確認す

ること。また、Ｂ類疾病の定期接種については、

法の趣旨を踏まえ、積極的な接種勧奨とならない

よう特に留意すること。なお、対象者の意思の確

認が容易でない場合は、家族又はかかりつけ医の

協力を得て、その意思を確認することも差し支え

ないが、明確に対象者の意思を確認できない場合

は、接種してはならないこと。 

（５）・（６） （略） 

１１ 予防接種後副反応等に関する説明及び同意 

 （略） 

ただし、政令第３条第２項の規定による対象者に

対して行う予防接種、政令附則第２項による日本脳

炎の定期接種及びヒトパピローマウイルス感染症

の定期接種（いずれも 13 歳以上の者に接種する場

合に限る。）において、保護者が接種の場に同伴し

ない場合には、予防接種の有効性・安全性、予防接

種後の通常起こり得る副反応及びまれに生じる重

い副反応並びに予防接種健康被害救済制度につい

ての説明を事前に理解する必要があるため、様式第

四ヒトパピローマウイルス感染症予防接種予診票

（保護者が同伴しない場合）を参考に、説明に関す

る情報を含有している予診票を作成した上で、事前

に保護者に配布し、保護者がその内容に関する適切

な説明を理解したこと及び予防接種の実施に同意

することを当該予診票により確認できた場合に限
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を行うものとすること。 

 （略） 

 さらに、児童福祉施設等において、被接種者の保

護者と連絡をとることができないため保護者の同

意の有無を確認することができない場合の取扱い

については、「予防接種実施規則第５条の２第２項

に基づき行われる児童相談所長等の予防接種に係

る同意について」（平成 28 年３月 31 日健発 0331

第 24 号・雇児発 0331 第７号・障発 0331 第 14 号厚

生労働省健康局長・雇用均等・児童家庭局長・社会

・援護局障害保健福祉部長通知）を参照すること。 

 （略） 

１２ 接種時の注意 

（１） （略） 

 ア～オ （略） 

 カ 沈降精製百日せきジフテリア破傷風不活化

ポリオヘモフィルスｂ型混合ワクチン（以下

「５種混合ワクチン」という。）を使用するジ

フテリア、百日せき、急性灰白髄炎、破傷風及

びＨｉｂ感染症、沈降 15 価肺炎球菌結合型ワ

クチンを使用する肺炎球菌感染症並びに結核、

ヒトパピローマウイルス感染症、ロタウイルス

感染症、高齢者の肺炎球菌感染症及び新型コロ

ナウイルス感染症以外の予防接種にあっては、

原則として上腕伸側に皮下接種により行う。接

種前には接種部位をアルコール消毒すること。

同一部位への反復しての接種は避けること。 

 キ ５種混合ワクチンを使用するジフテリア、百

日せき、急性灰白髄炎、破傷風及びＨｉｂ感染

症並びに沈降 15 価肺炎球菌結合型ワクチンを

使用する肺炎球菌感染症の予防接種にあって

は、皮下接種又は筋肉内注射により行う。また、

接種部位については、皮下接種の場合は上腕伸

側（外側）、筋肉内注射の場合は三角筋部又は

大腿四頭筋部（ただし、乳児にあっては三角筋

部ではなく大腿四頭筋部）にそれぞれ行う。接

種前には接種部位をアルコール消毒し、接種に

際しては、注射針の先端が血管内に入っていな

いことを確認すること。同一部位への反復して

の接種は避けること。 

り接種を行うものとすること。 

 （略） 

 さらに、児童福祉施設等において、被接種者の保

護者と連絡をとることができないため保護者の同

意の有無を確認することができない場合の取扱に

ついては、「予防接種実施規則第５条の２第２項に

基づき行われる児童相談所長等の予防接種に係る

同意について」（平成 28 年３月 31 日健発 0331 第

24 号・雇児発 0331 第７号・障発 0331 第 14 号厚生

労働省健康局長・雇用均等・児童家庭局長・社会・

援護局障害保健福祉部長通知）を参照すること。 

 （略） 

１２ 接種時の注意 

（１） （略） 

 ア～オ （略） 

 カ 結核、ヒトパピローマウイルス感染症、ロタ

ウイルス感染症及び高齢者の肺炎球菌感染症

以外の予防接種にあっては、原則として上腕伸

側に皮下接種により行う。接種前には接種部位

をアルコール消毒し、接種に際しては注射針の

先端が血管内に入っていないことを確認する

こと。同一部位への反復しての接種は避けるこ

と。 

 

 

 

 

 （新設） 
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 ク～コ （略） 

 サ 高齢者の肺炎球菌感染症の予防接種にあっ

ては、原則として上腕伸側に皮下接種又は上腕

の三角筋部に筋肉内注射により行う。接種前に

は接種部位をアルコール消毒し、接種に際して

は注射針の先端が血管内に入っていないこと

を確認すること。 

 シ 新型コロナウイルス感染症の予防接種にあ

っては、原則として上腕の三角筋部に筋肉内注

射により行う。接種前には接種部位をアルコー

ル消毒し、接種に際しては注射針の先端が血管

内に入っていないことを確認すること。 

 ス （略） 

 セ キ、ケ、サ又はシにおいて、筋肉内注射によ

り行う場合には、注射針の先端が血管内に入っ

ていないことの確認の際、陰圧をかける必要は

ないこと。 

（２） （略） 

１３～１８ （略） 

１９ 長期にわたり療養を必要とする疾病にかか

った者等の定期接種の機会の確保 

（１）ロタウイルス感染症、インフルエンザ及び新

型コロナウイルス感染症を除く法の対象疾病（以

下「特定疾病」という。）について、それぞれ政

令で定める予防接種の対象者であった者（当該特

定疾病にかかっている者又はかかったことのあ

る者その他施行規則第２条各号に規定する者を

除く。）であって、当該予防接種の対象者であっ

た間に、（２）の特別の事情があることにより予

防接種を受けることができなかったと認められ

る者については、当該特別の事情がなくなった日

から起算して２年（高齢者の肺炎球菌感染症に係

る定期接種を受けることができなかったと認め

られるものについては、当該特別の事情がなくな

った日から起算して１年）を経過する日までの間

（（３）に掲げる疾病については、それぞれ、（３）

に掲げるまでの間である場合に限る。）、当該特

定疾病の定期接種の対象者とすること。 

（２） （略） 

（３）対象期間の特例 

 キ～ケ （略） 

 コ 高齢者の肺炎球菌感染症の予防接種にあっ

ては、原則として上腕伸側に皮下接種又は筋肉

内注射により行う。接種前には接種部位をアル

コール消毒し、接種に際しては注射針の先端が

血管内に入っていないことを確認すること。 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 サ （略） 

 （新設） 

 

 

 

（２） （略） 

１３～１８ （略） 

１９ 長期にわたり療養を必要とする疾病にかか

った者等の定期接種の機会の確保 

（１）ロタウイルス感染症及びインフルエンザを除

く法の対象疾病（以下「特定疾病」という。）に

ついて、それぞれ政令で定める予防接種の対象者

であった者（当該特定疾病にかかっている者又は

かかったことのある者その他施行規則第２条各

号に規定する者を除く。）であって、当該予防接

種の対象者であった間に、（２）の特別の事情が

あることにより予防接種を受けることができな

かったと認められる者については、当該特別の事

情がなくなった日から起算して２年（高齢者の肺

炎球菌感染症に係る定期接種を受けることがで

きなかったと認められるものについては、当該特

別の事情がなくなった日から起算して１年）を経

過する日までの間（（３）に掲げる疾病について

は、それぞれ、（３）に掲げるまでの間である場

合に限る。）、当該特定疾病の定期接種の対象者

とすること。 

（２） （略） 

（３）対象期間の特例 
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ア ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破

傷風については、15 歳（沈降精製百日せきジ

フテリア破傷風不活化ポリオ混合ワクチン（以

下「４種混合ワクチン」という。）及び５種混

合ワクチンを使用する場合に限る。）に達する

までの間 

イ （略） 

ウ Ｈｉｂ感染症については、10 歳に達するま

での間（５種混合ワクチンを使用する場合にあ

っては、15 歳に達するまでの間） 

エ （略） 

（４） （略） 

（５）厚生労働省への報告 

上記に基づき予防接種を行った市町村長は、被接

種者の接種時の年齢、当該者がかかっていた疾病の

名称等特別の事情の内容、予防接種を行った疾病、

接種回数等を、任意の様式により速やかに厚生労働

省健康・生活衛生局感染症対策部予防接種課に報告

すること。 

２０ 他の市町村等での予防接種 

 （略） 

（注）居住地の市町村が定期接種の対象者から事

前に申請を受けていない場合においても、当該

居住地の市町村の判断によって当該定期接種

の対象者が受けた予防接種を定期接種として

取り扱うことは差し支えないこと。 

２１ 予防接種の間違い 

（１）市町村長は、定期接種を実施する際、予防接

種に係る間違いの発生防止に努めるとともに、間

違いの発生を迅速に把握できる体制をとり、万が

一、誤った用法用量でワクチンを接種した場合

や、有効期限の切れたワクチンを接種した場合、

血液感染を起こしうる場合等の重大な健康被害

につながるおそれのある間違いを把握した場合

には、以下の①から⑨までの内容を任意の様式に

記載し、都道府県を経由して、厚生労働省健康・

生活衛生局感染症対策部予防接種課に速やかに

報告すること。 

①～⑨ （略） 

（２）接種間隔の誤りなど、直ちに重大な健康被害

ア ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破

傷風については、15 歳（沈降精製百日せきジ

フテリア破傷風不活化ポリオ混合ワクチンを

使用する場合に限る。）に達するまでの間 

 

 

イ （略） 

ウ Ｈｉｂ感染症については、10 歳に達するま

での間 

 

エ （略） 

（４） （略） 

（５）厚生労働省への報告 

上記に基づき予防接種を行った市町村長は、被接

種者の接種時の年齢、当該者がかかっていた疾病の

名称等特別の事情の内容、予防接種を行った疾病、

接種回数等を、任意の様式により速やかに厚生労働

省健康局予防接種担当参事官室に報告すること。 

 

２０ 他の市町村等での予防接種 

 （略） 

 （新設） 

 

 

 

 

２１ 予防接種の間違い 

（１）市町村長は、定期接種を実施する際、予防接

種に係る間違いの発生防止に努めるとともに、間

違いの発生を迅速に把握できる体制をとり、万が

一、誤った用法用量でワクチンを接種した場合

や、有効期限の切れたワクチンを接種した場合、

血液感染を起こしうる場合等の重大な健康被害

につながるおそれのある間違いを把握した場合

には、以下の①から⑨までの内容を任意の様式に

記載し、都道府県を経由して、厚生労働省健康局

予防接種担当参事官室に速やかに報告すること。 

 

①～⑨ （略） 

（２）接種間隔の誤りなど、直ちに重大な健康被害
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につながる可能性が低い間違いについては、（１）

で報告した間違いを含めて、都道府県において、

管内の市町村で当該年度（毎年４月１日から翌年

３月 31 日までの間）に発生した間違いを取りま

とめの上、その間違いの態様ごとに平成 29 年３

月 30 日付事務連絡の別添様式を用いて、翌年度

４月 30 日までに厚生労働省健康・生活衛生局感

染症対策部予防接種課に報告すること。 

（３） （略） 

２２・２３ （略） 

 

第２ 各論 

１ ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎、破傷風

及びＨｉｂ感染症の定期接種 

（１）ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎、破傷

風及びＨｉｂ感染症について同時に行う第１期

の予防接種は、５種混合ワクチンを使用し、初回

接種については生後２月に達した時から生後７

月に至るまでの期間を標準的な接種期間として

20 日以上、標準的には 20 日から 56 日までの間隔

をおいて３回、追加接種については初回接種終了

後６月以上、標準的には６月から 18 月までの間

隔をおいて１回行うこと。なお、Ｈｉｂ感染症の

定期接種として、後述する乾燥ヘモフィルスｂ型

ワクチンを使用する場合は初回接種の開始時の

月齢ごとに接種回数を減じることとされている

が、５種混合ワクチンを使用する場合はこの接種

回数を減じる取扱いは不要であることに留意す

ること。 

（２）ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破

傷風について同時に行う第１期の予防接種は、

（１）と同様とするか、４種混合ワクチンを使用

し、初回接種については生後２月に達した時から

生後 12 月に達するまでの期間を標準的な接種期

間として 20 日以上、標準的には 20 日から 56 日

までの間隔をおいて３回、追加接種については初

回接種終了後６月以上、標準的には 12 月から 18

月までの間隔をおいて１回行うこと。 

 

（３）ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及びＨ

につながる可能性が低い間違いについては、（１）

で報告した間違いを含めて、都道府県において、

管内の市町村で当該年度（毎年４月１日から翌年

３月 31 日までの間）に発生した間違いを取りま

とめの上、その間違いの態様ごとに平成 29 年３

月 30 日付事務連絡の別添様式を用いて、翌年度

４月 30 日までに厚生労働省健康局予防接種担当

参事官室に報告すること。 

（３） （略） 

２２・２３ （略） 

 

第２ 各論 

１ ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破傷

風の定期接種 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破

傷風について同時に行う第１期の予防接種は、沈

降精製百日せきジフテリア破傷風不活化ポリオ

混合ワクチンを使用し、初回接種については生後

２月に達した時から生後 12 月に達するまでの期

間を標準的な接種期間として 20 日以上、標準的

には 20 日から 56 日までの間隔をおいて３回、追

加接種については初回接種終了後６月以上、標準

的には12月から18月までの間隔をおいて１回行

うこと。 

（新設） 
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ｉｂ感染症について、ジフテリア、百日せき、破

傷風及びＨｉｂ感染症について、ジフテリア、急

性灰白髄炎、破傷風及びＨｉｂ感染症について又

は百日せき、急性灰白髄炎、破傷風及びＨｉｂ感

染症について同時に行う第１期の予防接種は、

（１）と同様とすること。 

（４）ジフテリア、百日せき及び急性灰白髄炎につ

いて、ジフテリア、急性灰白髄炎及び破傷風につ

いて又は百日せき、急性灰白髄炎及び破傷風につ

いて同時に行う第１期の予防接種は、（２）と同

様とすること。 

（５）ジフテリア、百日せき及び破傷風について同

時に行う第１期の予防接種は、（２）と同様とす

るか、沈降精製百日せきジフテリア破傷風混合ワ

クチンを使用し、初回接種については生後２月に

達した時から生後 12 月に達するまでの期間を標

準的な接種期間として 20 日以上、標準的には 20

日から 56 日までの間隔をおいて３回、追加接種

については初回接種終了後６月以上、標準的には

12 月から 18 月までの間隔をおいて１回行うこ

と。 

（６）ジフテリア、百日せき及びＨｉｂ感染症につ

いて、ジフテリア、急性灰白髄炎及びＨｉｂ感染

症について、ジフテリア、破傷風及びＨｉｂ感染

症について、百日せき、急性灰白髄炎及びＨｉｂ

感染症について、百日せき、破傷風及びＨｉｂ感

染症について又は急性灰白髄炎、破傷風及びＨｉ

ｂ感染症について同時に行う第１期の予防接種

は、（１）と同様とすること。 

（７）ジフテリア及び百日せきについて又は百日せ

き及び破傷風について同時に行う第１期の予防

接種は、（５）と同様とすること。 

（８）ジフテリア及び急性灰白髄炎について、百日

せき及び急性灰白髄炎について又は急性灰白髄

炎及び破傷風について同時に行う第１期の予防

接種は、（２）と同様とすること。 

（９）ジフテリア及び破傷風について同時に行う第

１期の予防接種は、（５）と同様とするか、沈降

ジフテリア破傷風混合トキソイドを使用し、初回

接種については生後３月に達した時から生後 12

 

 

 

 

 

 

（２）ジフテリア、百日せき及び急性灰白髄炎につ

いて、ジフテリア、急性灰白髄炎及び破傷風につ

いて又は百日せき、急性灰白髄炎及び破傷風につ

いて同時に行う第１期の予防接種は、（１）と同

様とすること。 

（３）ジフテリア、百日せき及び破傷風について同

時に行う第１期の予防接種は、沈降精製百日せき

ジフテリア破傷風不活化ポリオ混合ワクチン又

は沈降精製百日せきジフテリア破傷風混合ワク

チンを使用し、初回接種については生後２月に達

した時から生後 12 月に達するまでの期間を標準

的な接種期間として 20 日以上、標準的には 20 日

から 56 日までの間隔をおいて３回、追加接種に

ついては初回接種終了後６月以上、標準的には 12

月から 18 月までの間隔をおいて１回行うこと。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（４）ジフテリア及び百日せきについて又は百日せ

き及び破傷風について同時に行う第１期の予防

接種は、（３）と同様とすること。 

（５）ジフテリア及び急性灰白髄炎について、百日

せき及び急性灰白髄炎について又は急性灰白髄

炎及び破傷風について同時に行う第１期の予防

接種は、（１）と同様とすること。 

（６）ジフテリア及び破傷風について同時に行う第

１期の予防接種は、沈降精製百日せきジフテリア

破傷風不活化ポリオ混合ワクチン又は沈降精製

百日せきジフテリア破傷風混合ワクチンを使用
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月に達するまでの期間を標準的な接種期間とし

て 20 日以上、標準的には 20 日から 56 日までの

間隔をおいて２回、追加接種については初回接種

終了後６月以上、標準的には 12 月から 18 月まで

の間隔をおいて１回行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）ジフテリア及びＨｉｂ感染症について、百日

せき及びＨｉｂ感染症について、急性灰白髄炎及

びＨｉｂ感染症について又は破傷風及びＨｉｂ

感染症について同時に行う第１期の予防接種は、

（１）と同様とすること。 

（11）ジフテリア又は破傷風の第１期の予防接種

は、（９）と同様とすること。 

（12）百日せきの第１期の予防接種は、（５）と同

様とすること。 

（13）急性灰白髄炎の予防接種は、（２）と同様と

するか、不活化ポリオワクチンを使用し、初回接

種については、生後２月に達した時から生後 12

月に達するまでの期間を標準的な接種期間とし

て、20 日以上の間隔をおいて３回、追加接種につ

いては初回接種終了後６月以上、標準的には 12

月から 18 月までの間隔をおいて１回行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（14）Ｈｉｂ感染症の予防接種は（１）と同様とす

した時は、初回接種については生後２月に達した

時から生後 12 月に達するまでの期間を標準的な

接種期間として 20 日以上、標準的には 20 日から

56 日までの間隔をおいて３回、追加接種について

は初回接種終了後６月以上、標準的には 12 月か

ら 18 月までの間隔をおいて１回行うこと。 

また、沈降ジフテリア破傷風混合トキソイドを

使用した時は、初回接種については生後３月に達

した時から生後 12 月に達するまでの期間を標準

的な接種期間として 20 日以上、標準的には 20 日

から 56 日までの間隔をおいて２回、追加接種に

ついては初回接種終了後６月以上、標準的には

12 月から 18 月までの間隔をおいて１回行うこ

と。 

（新設） 

 

 

 

 

（７）ジフテリア又は破傷風の第１期の予防接種

は、（６）と同様とすること。 

（８）百日せきの第１期の予防接種は、（３）と同

様とすること。 

（９）急性灰白髄炎の予防接種は、沈降精製百日せ

きジフテリア破傷風不活化ポリオ混合ワクチン

を使用した時は、初回接種については生後２月に

達した時から生後 12 月に達するまでの期間を標

準的な接種期間として 20 日以上、標準的には 20

日から 56 日までの間隔をおいて３回、追加接種

については初回接種終了後６月以上、標準的には

12 月から 18 月までの間隔をおいて１回行うこ

と。 

また、不活化ポリオワクチンを使用したとき

は、初回接種については、生後２月に達した時か

ら生後 12 月に達するまでの期間を標準的な接種

期間として、20 日以上の間隔をおいて３回、追

加接種については初回接種終了後６月以上、標準

的には12月から18月までの間隔をおいて１回行

うこと。 

（新設） 
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るか、初回接種の開始時の月齢ごとに以下の方法

により行うこととし、アの方法を標準的な接種方

法とすること。 

ア 初回接種開始時に生後２月から生後７月に

至るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、

初回接種については 27 日（医師が必要と認め

た場合には 20 日）以上、標準的には 27 日（医

師が必要と認めた場合には 20 日）から 56 日

までの間隔をおいて３回、追加接種について

は初回接種終了後７月以上、標準的には７月

から 13 月までの間隔をおいて 1 回行うこと。

ただし、初回接種のうち２回目及び３回目の

注射は、生後12月に至るまでに行うこととし、

それを超えた場合は行わないこと。この場合、

追加接種は実施可能であるが、初回接種に係

る最後の注射終了後、27 日（医師が必要と認

めた場合には 20 日）以上の間隔をおいて１回

行うこと。 

イ 初回接種開始時に生後７月に至った日の翌

日から生後 12 月に至るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、

初回接種については 27 日（医師が必要と認め

た場合には 20 日）以上、標準的には 27 日（医

師が必要と認めた場合には 20 日）から 56 日

までの間隔をおいて２回、追加接種について

は初回接種終了後７月以上、標準的には７月

から 13 月までの間隔をおいて１回行うこと。

ただし、初回接種のうち２回目の注射は、生

後 12 月に至るまでに行うこととし、それを超

えた場合は行わないこと。この場合、追加接

種は実施可能であるが、初回接種に係る最後

の注射終了後、27 日（医師が必要と認めた場

合には 20 日）以上の間隔をおいて１回行うこ

と。 

ウ 初回接種開始時に生後 12 月に至った日の翌

日から生後 60 月に至るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、

１回行うこと。なお、政令第３条第２項の規

定による対象者に対しても同様とすること。 
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エ Ｈｉｂ感染症の予防接種について、平成 26

年４月１日より前に、平成 26 年４月１日より

前に、予防接種実施規則の一部を改正する省令

（平成 26 年厚生労働省令第 22 号。以下「改正

省令」という。）による改正前の実施規則（以

下「旧規則」という。）に規定する接種の間隔

を超えて行った接種であって、実施規則に規定

する予防接種に相当する接種を受けた者は、医

師の判断と保護者の同意に基づき、既に接種し

た回数分の定期接種を受けたものとしてみな

すことができること。 

（15）第１期の予防接種の初回接種においては、

５種混合ワクチン、４種混合ワクチン、沈降精

製百日せきジフテリア破傷風混合ワクチン又

は沈降ジフテリア破傷風混合トキソイドのう

ちから、使用するワクチンを選択することが可

能な場合であっても、原則として、同一種類の

ワクチンを必要回数接種すること。ただし、市

町村長が、この方法によることができないやむ

を得ない事情があると認める場合には、以下の

いずれかの方法又はこれに準ずる方法により

接種を実施して差し支えないこととする。 

ア 初回接種の１回目に４種混合ワクチン及び

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを接種した者

であって初回接種の２回目又は３回目を接種

していない者が、前回の注射から 20 日以上の

間隔をおいて５種混合ワクチンを２回接種し、

同ワクチンにより追加接種として初回接種終

了後６月以上、標準的には６月から 18 月まで

の間隔をおいて１回接種する方法。 

イ 初回接種の１回目及び２回目に４種混合ワ

クチン及び乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを

接種した者であって初回接種の３回目を接種

していない者が、前回の注射から 20 日以上の

間隔をおいて５種混合ワクチンを１回接種し、

同ワクチンにより追加接種として初回接種終

了後６月以上、標準的には６月から 18 月まで

の間隔をおいて１回接種する方法。 

ウ ４種混合ワクチンを接種した者であって初

回接種を完了した者が、５種混合ワクチンを初

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）第１期の予防接種の初回接種においては、沈

降精製百日せきジフテリア破傷風不活化ポリオ

混合ワクチン、沈降精製百日せきジフテリア破傷

風混合ワクチン又は沈降ジフテリア破傷風混合

トキソイドのうちから、使用するワクチンを選択

することが可能な場合であっても、原則として、

同一種類のワクチンを必要回数接種すること。 

 

 

 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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回接種終了後６月以上、標準的には６月から

18 月までの間隔をおいて１回接種する方法。 

（16） （略） 

（17）ジフテリア又は破傷風の第２期の予防接種

は、（16）と同様とすること。 

（18） （略） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（19）ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破

傷風の予防接種について、旧規則に規定する接種

の間隔を超えて行った接種であって、改正省令に

よる改正後の実施規則に規定する予防接種に相

当する接種を受けた者は、医師の判断と保護者の

同意に基づき、既に接種した回数分の定期接種を

受けたものとしてみなすことができること。 

 

 

 

 

 

 

２ 麻しん又は風しんの定期接種 

（１）対象者 

 ア・イ （略） 

 ウ 風しんの第５期の予防接種は、原則、乾燥弱

毒生麻しん風しん混合ワクチンにより、昭和 37

年４月２日から昭和 54 年４月１日の間に生ま

 

 

（11） （略） 

（12）ジフテリア又は破傷風の第２期の予防接種

は、（11）と同様とすること。 

（13） （略） 

（14）急性灰白髄炎の予防接種については、次のこ

とに留意すること。 

ア 急性灰白髄炎の予防接種の対象者について

は、原則として、平成 24 年９月１日より前の

接種歴に応じた接種回数とすることから、予防

接種台帳による確認や保護者からの聞き取り

等を十分に行い、接種歴の把握に努める必要が

あること。 

イ 平成 24 年９月１日より前に経口生ポリオワ

クチンを１回接種した者については、平成 24

年９月１日以降は、急性灰白髄炎の初回接種を

１回受けたものとみなす。なお、平成 24 年９

月１日より前に経口生ポリオワクチンを２回

接種した者は、定期接種として受けることはで

きないこと。 

（15）ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎及び破

傷風の予防接種について、平成 26 年４月１日よ

り前に、平成 26 年４月１日より前に、予防接種

実施規則の一部を改正する省令（平成 26 年厚生

労働省令第 22 号。以下「改正省令」という。）

による改正前の実施規則（以下「旧規則」という。）

に規定する接種の間隔を超えて行った接種であ

って、改正省令による改正後の実施規則に規定す

る予防接種に相当する接種を受けた者は、医師の

判断と保護者の同意に基づき、既に接種した回数

分の定期接種を受けたものとしてみなすことが

できること。 

 

２ 麻しん又は風しんの定期接種 

（１）対象者 

 ア・イ （略） 

 ウ 風しんの第５期の予防接種は、原則、乾燥弱

毒生麻しん風しん混合ワクチンにより、昭和 37

年４月２日から昭和 54 年４月１日の間に生ま
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れた男性（風しんに係る抗体検査を受けた結

果、十分な量の風しんの抗体があることが判明

し、当該予防接種を行う必要がないと認められ

る者を除く。）に対し、１回行うこと。 

（２）～（４） （略） 

３・４ （略） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れた男性（風しんに係る抗体検査を受けた結

果、十分な量の風しんの抗体があることが判明

し、当該予防接種を行う必要がないと認められ

る者を除く）に対し、１回行うこと。 

（２）～（４） （略） 

３・４ （略） 

５ Ｈｉｂ感染症の定期接種 

 Ｈｉｂ感染症の予防接種は、初回接種の開始時の

月齢ごとに以下の方法により行うこととし、（１）

の方法を標準的な接種方法とすること。 

（１）初回接種開始時に生後２月から生後７月に至

るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、初回

接種については 27 日（医師が必要と認めた場合

には 20 日）以上、標準的には 27 日（医師が必要

と認めた場合には 20 日）から 56 日までの間隔を

おいて３回、追加接種については初回接種終了後

７月以上、標準的には７月から 13 月までの間隔

をおいて 1 回行うこと。ただし、初回接種のうち

２回目及び３回目の注射は、生後 12 月に至るま

でに行うこととし、それを超えた場合は行わない

こと。この場合、追加接種は実施可能であるが、

初回接種に係る最後の注射終了後、27 日（医師

が必要と認めた場合には 20 日）以上の間隔をお

いて１回行うこと。 

（２）初回接種開始時に生後７月に至った日の翌日

から生後 12 月に至るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、初回

接種については 27 日（医師が必要と認めた場合

には 20 日）以上、標準的には 27 日（医師が必要

と認めた場合には 20 日）から 56 日までの間隔を

おいて２回、追加接種については初回接種終了後

７月以上、標準的には７月から 13 月までの間隔

をおいて１回行うこと。ただし、初回接種のうち

２回目の注射は、生後 12 月に至るまでに行うこ

ととし、それを超えた場合は行わないこと。この

場合、追加接種は実施可能であるが、初回接種に

係る最後の注射終了後、27 日（医師が必要と認

めた場合には 20 日）以上の間隔をおいて１回行

うこと。 
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５ 小児の肺炎球菌感染症の定期接種 

 小児の肺炎球菌感染症の予防接種は、初回接種の

開始時の月齢ごとに以下の方法により行うことと

し、（１）の方法を標準的な接種方法とすること。

なお、原則として沈降 15 価肺炎球菌結合型ワクチ

ンを使用することとするが、当面の間、沈降 13 価

肺炎球菌結合型ワクチンも使用できること。また、

沈降 13 価肺炎球菌結合型ワクチンを使用して１回

目、２回目又は３回目までの接種を終了した者の接

種について、残りの接種を沈降 15 価肺炎球菌結合

型ワクチンを用いて行うことができること。 

（１）初回接種開始時に生後２月から生後７月に至

るまでの間にある者 

沈降15価肺炎球菌結合型ワクチン又は沈降13

価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し、初回接種に

ついては、標準的には生後 12 月までに 27 日以上

の間隔をおいて３回、追加接種については生後

12月から生後15月に至るまでの間を標準的な接

種期間として、初回接種終了後 60 日以上の間隔

をおいた後であって、生後 12 月に至った日以降

において１回行うこと。ただし、初回接種のうち

２回目及び３回目の注射は、生後 24 月に至るま

でに行うこととし、それを超えた場合は行わない

こと（追加接種は実施可能）。また、初回接種の

うち２回目の注射は生後 12 月に至るまでに行う

こととし、それを超えた場合は、初回接種のうち

３回目の注射は行わないこと（追加接種は実施可

能）。 

（３）初回接種開始時に生後 12 月に至った日の翌

日から生後 60 月に至るまでの間にある者 

乾燥ヘモフィルスｂ型ワクチンを使用し、１回

行うこと。なお、政令第３条第２項の規定による

対象者に対しても同様とすること。 

（４）Ｈｉｂ感染症の予防接種について、平成 26

年４月１日より前に、旧規則に規定する接種の間

隔を超えて行った接種であって、実施規則に規定

する予防接種に相当する接種を受けた者は、医師

の判断と保護者の同意に基づき、既に接種した回

数分の定期接種を受けたものとしてみなすこと

ができること。 

６ 小児の肺炎球菌感染症の定期接種 

 小児の肺炎球菌感染症の予防接種は、初回接種の

開始時の月齢ごとに以下の方法により行うことと

し、（１）の方法を標準的な接種方法とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）初回接種開始時に生後２月から生後７月に至

るまでの間にある者 

沈降 13 価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し、

初回接種については、標準的には生後 12 月まで

に 27 日以上の間隔をおいて３回、追加接種につ

いては生後12月から生後15月に至るまでの間を

標準的な接種期間として、初回接種終了後 60 日

以上の間隔をおいた後であって、生後 12 月に至

った日以降において１回行うこと。ただし、初回

接種のうち２回目及び３回目の注射は、生後 24

月に至るまでに行うこととし、それを超えた場合

は行わないこと（追加接種は実施可能）。また、

初回接種のうち２回目の注射は生後 12 月に至る

までに行うこととし、それを超えた場合は、初回

接種のうち３回目の注射は行わないこと（追加接

種は実施可能）。 
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（２）初回接種開始時に生後７月に至った日の翌日

から生後 12 月に至るまでの間にある者 

沈降15価肺炎球菌結合型ワクチン又は沈降13

価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し、初回接種に

ついては標準的には生後 12 月までに、27 日以上

の間隔をおいて２回、追加接種については生後

12 月以降に、初回接種終了後 60 日以上の間隔を

おいて１回行うこと。ただし、初回接種のうち２

回目の注射は、生後 24 月に至るまでに行うこと

とし、それを超えた場合は行わないこと（追加接

種は実施可能）。 

（３）初回接種開始時に生後 12 月に至った日の翌

日から生後 24 月に至るまでの間にある者 

沈降15価肺炎球菌結合型ワクチン又は沈降13

価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し、60 日以上

の間隔をおいて２回行うこと。 

（４）初回接種開始時に生後 24 月に至った日の翌

日から生後 60 月に至るまでの間にある者 

沈降15価肺炎球菌結合型ワクチン又は沈降13

価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し、１回行うこ

と。なお、政令第３条第２項の規定による対象者

に対しても同様とすること。 

６～８ （略） 

９ ロタウイルス感染症の定期接種 

（１）～（４） （略） 

（５）接種方法 

（略） 

ただし、１回又は２回投与した後に転居した

際、転居後の定期接種を実施する市町村におい

て、経口弱毒生ヒトロタウイルスワクチン又は五

価経口弱毒生ロタウイルスワクチンのいずれか

一方の接種しか実施していない等の理由により、

原則によることができないやむを得ない事情が

あると当該市町村長が認める場合には、次に掲げ

る方法で接種することができる。 

ア 経口弱毒生ヒトロタウイルスワクチンを１

回経口投与した後、第１回目の経口投与から

27 日以上の間隔をおいて、五価経口弱毒生ロ

タウイルスワクチンを 27 日以上の間隔をおい

て２回経口投与する方法。 

（２）初回接種開始時に生後７月に至った日の翌日

から生後 12 月に至るまでの間にある者 

沈降 13 価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し、

初回接種については標準的には生後 12 月まで

に、27 日以上の間隔をおいて２回、追加接種に

ついては生後 12 月以降に、初回接種終了後 60 日

以上の間隔をおいて１回行うこと。ただし、初回

接種のうち２回目の注射は、生後 24 月に至るま

でに行うこととし、それを超えた場合は行わない

こと（追加接種は実施可能）。 

 

（３）初回接種開始時に生後 12 月に至った日の翌

日から生後 24 月に至るまでの間にある者 

沈降 13 価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し、

60 日以上の間隔をおいて２回行うこと。 

 

（４）初回接種開始時に生後 24 月に至った日の翌

日から生後 60 月に至るまでの間にある者 

沈降 13 価肺炎球菌結合型ワクチンを使用し、

１回行うこと。なお、政令第３条第２項の規定に

よる対象者に対しても同様とすること。 

 

７～９ （略） 

10 ロタウイルス感染症の定期接種 

（１）～（４） （略） 

（５）接種方法 

（略） 

ただし、１回又は２回投与した後に転居した

際、転居後の定期接種を実施する市町村におい

て、経口弱毒生ヒトロタウイルスワクチン又は五

価経口弱毒生ロタウイルスワクチンのいずれか

一方の接種しか実施していない等の理由により、

原則によることができないやむを得ない事情が

あると当該市町村長が認める場合には、次に掲げ

る方法で接種することできる。 

ア 経口弱毒生ヒトロタウイルスワクチンを１

回経口投与した後、第１回目の経口投与から

27 日以上の間隔をおいて、五価経口弱毒生ロ

タウイルスワクチンを 27 日以上の間隔をおい

て２回経口投与する。 



 

15 

 

イ 五価経口弱毒生ロタウイルスワクチンを１

回経口投与した後、第１回目の経口投与から

27 日以上の間隔をおいて、経口弱毒生ヒトロ

タウイルスワクチンを 27 日以上の間隔をおい

て２回経口投与する方法。 

ウ 五価経口弱毒生ロタウイルスワクチンを２

回経口投与した後、第２回目の経口投与から

27 日以上の間隔をおいて、経口弱毒生ヒトロ

タウイルスワクチンを１回経口投与する方法。 

（６）・（７） （略） 

10 高齢者の肺炎球菌感染症の定期接種 

（１）～（３） （略） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 （略） 

12 新型コロナウイルス感染症の定期接種 

新型コロナウイルス感染症の予防接種は、次に掲

げる者に対し、毎年度秋冬に１回行うこと。なお、

接種開始日や使用ワクチン等については、別途厚生

労働省より示すこととする。 

ア 65 歳以上の者 

イ 60 歳以上 65 歳未満の者であって、心臓、腎

臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日常生活

活動が極度に制限される程度の障害を有する

者及びヒト免疫不全ウイルスにより免疫の機

能に日常生活がほとんど不可能な程度の障害

を有する者 

イ 五価経口弱毒生ロタウイルスワクチンを１

回経口投与した後、第１回目の経口投与から

27 日以上の間隔をおいて、経口弱毒生ヒトロ

タウイルスワクチンを 27 日以上の間隔をおい

て２回経口投与する。 

ウ 五価経口弱毒生ロタウイルスワクチンを２

回経口投与した後、第２回目の経口投与から

27 日以上の間隔をおいて、経口弱毒生ヒトロ

タウイルスワクチンを１回経口投与する。 

（６）・（７） （略） 

11 高齢者の肺炎球菌感染症の定期接種 

（１）～（３） （略） 

（４）予防接種の特例 

平成31年４月１日から令和２年３月31日まで

の間、（１）アの対象者については、平成 31 年

３月 31 日において 100 歳以上の者及び 65 歳、

70 歳、75 歳、80 歳、85 歳、90 歳、95 歳又は 100

歳となる日の属する年度の初日から当該年度の

末日までの間にある者とすること。 

また、令和２年４月１日から令和６年３月 31

日までの間、（１）アの対象者については、65

歳、70 歳、75 歳、80 歳、85 歳、90 歳、95 歳又

は 100 歳となる日の属する年度の初日から当該

年度の末日までの間にある者とすること。 

12 （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


